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研究成果の概要（和文）：　現段階の研究成果は論考・口頭報告にとりまとめられている。その内容は、「紛争ガバナ
ンス」の分析枠組みとルワンダにおける「紛争ガバナンス」の構造を明らかにしたことである。
　すなわち、ルワンダにおける紛争ガバナンスは、農村の貧困・不満といった社会的・経済的条件、民主化の失敗・急
進派による政治的操作、操作されやすい大衆の存在を政治的条件としていた。中央の急進派政治エリートが、地方の政
治エリート・行政官をパトロン・クライアント関係に編成し、虐殺への動員を可能にしていた。虐殺に関与するアクタ
ーを相互に結びつける社会関係資本は、フツの結束を高めるとともに「他者」ツチへの冷酷な行動を可能にした。

研究成果の概要（英文）： This research project reveals the structure of 'conflict governance' in Rwanda.
 During genocide in Rwanda, conflict governance was established by a number of social, economic and 
political factors: poverty in rural areas, failure of democratisation, political manipulation by the 
extremists, patron-client relationship, social capital to bond genicidaires as well as exclude victims.
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１．研究開始当初の背景 

 1970年代から続く民主化の「第三の波」は

冷戦後も継続し、冷戦後の世界は自由民主主

義に世界的次元で収斂し「歴史の終わり」が

もたらされると予期された。それにも関わら

ず、「歴史の終わり」に到達したはずのほぼ

同時期に、ソマリア・ユーゴスラビア・ルワ

ンダ等で国家自体が破綻・崩壊した。いわば、

民主化の「第三の波」と「歴史の終わり」が

進行していたはずの 1990年代に、紛争国家・

破綻国家が噴出する「破綻の波」も併存して

いたのである。では、何故「破綻の波」は 1990

年代に出現したのであろうか。 

 近藤（2010）による批判に見られるように、

破綻国家自体をガバナンス構造から捉える

ことは近年模索され始めたばかりである。ガ

バナンスとは、「公共の問題に関して、政府・

民間企業・組織・団体・市民等の様々なアク

ターによって構築されたネットワークが、よ

りよい解決策を見いだすために行う様々な

所作」と定義される。近年の「ガバメントか

らガバナンスへ」の議論は、公共政策分野に

おける国家の独占から官民の協治への移行

を肯定するものであるが、暴力手段・国際社

会における権威・領土保全上の地位について

は、国家は依然として卓越した存在である。 

 しかしながら、破綻国家においては、国家

が備えるべき必要な権威・能力は著しく欠落

し、新家産制支配によって国家が事実上分

割・空洞化し、効果的な行政を欠如するため、

開発に失敗するだけでなく、治安・法の支配

といった国家が本来担うと想定されている

基礎的機能ですら地方の有力勢力によって

担われ、社会の紛争解決に当たって暴力が蔓

延する。「国家」の破綻と形骸化のもとで、

実際に軍閥・武装勢力等の非国家アクターの

単位が「公共財」を供給する「擬似国家」

（quasi-state）として機能するのである。破綻

国家論では、国家・政府が破綻して実質的に

不在となっていることが決定的なのであり、

崩壊した国家に代わって国家の領域のどこ

で誰がどのような統治を行っているのかを

解明しなければならない。従って、破綻国家

のガバナンスはどのように解明できるので

あろうか。また、破綻国家のガバナンスに対

しては、現行のグッド・ガバナンス論に基づ

く平和構築論が有効となるのであろうか。 

 

２．研究の目的 

 本研究によって、1990 年代に噴出した内

戦・虐殺・国家破綻という劇的な現象は、歴

史の偶然ではなく、冷戦後の国家の縮小と経

済のグローバル化による必然であったこと

を確認する。しかし、冷戦後の国家の縮小と

経済のグローバル化がなぜ破綻国家を形成

しえたのかを説明するには、紛争を持続可能

な「紛争ガバナンス」という構造があったこ

とを主にルワンダの事例から提起する。 

 この「紛争ガバナンス」は紛争を持続する

ために合理的に形成された制度であるため、

脱紛争化するためには、これまでのグッド・

ガバナンス論や民主化論のような規範的な処

方箋では有効性が低いか、却って紛争後のガ

バナンス改善に失敗する可能性が高い。その

ため、オルタナティブとして、Grindle（2004）

の「それなりのガバナンス」（good enough 

governance）の示唆を受けつつ、より現実的な

平和構築のあり方を提示し、政策提言も視野

に入れる。この現実的な平和構築論のあり方

については、ジェノサイド後に一定の政治的

安定と経済復興を実現しているルワンダの事

例から大いに示唆を得られるものと期待され

る。 

 

３．研究の方法 

 1年目においては、第一に、文献レビューを

行い、破綻国家をガバナンス論から再解釈す

る。当初予定していたルワンダ現地調査は、

他の研究プロジェクトで同地現地調査を行っ

たため、本研究プロジェクトの枠組みでは実



施していない。但し、他の研究プロジェクト

による現地調査で、政府機関・援助機関・研

究者と面談を行い、紛争ガバナンスに関連し

た情報と、ガバナンスの現状、ルワンダへの

ガバナンス支援について把握することができ

た。特に、虐殺加害者・被害者への聞き取り

調査を行うことができたのは貴重であった。 

 2年目にも文献調査を行いながら、政府機関

に面談を行い、紛争ガバナンスに関連した情

報を把握した。 

 3 年目には他の研究プロジェクトによる研

究・調査が重なり、他の研究プロジェクトで

大学研究者への聞き取り調査を行うことがで

きた一方で、本研究プロジェクトによる現地

調査をすることができなかったが、ルワンダ

における紛争ガバナンスの構造について、「ル

ワンダにおける『紛争ガバナンス』とジェノ

サイド」と題する論考にとりまとめることが

できた。 

 本研究プロジェクトは 3 年計画で実施する

予定であったが、上記の通り、他の研究プロ

ジェクトと重なることで、現地調査の実施で

の遅れが発生した。そのため、助成機関の延

長措置によって、4年目の研究を行うことがで

きた。紛争ガバナンスが構造化された事例と

して、パレスチナに注目し、現地調査を行っ

ている。また、平和構築政策の分析を進めて

ゆくうちに、人道主義の多様性という問題に

突き当たり、平和構築を人道主義の多様性か

ら考える論考を発表することができている。 

 現在、これまでの文献調査・現地調査の成

果を綜合し、平和構築政策で留意すべき現実

的な選択肢を分析した論考をとりまとめてい

る。 

 

４．研究成果 

 4 年間の研究助成によって、下記の研究業

績のように多くの成果を得ている。 

 第一に、紛争ガバナンスの構造については、

2013年の論考で成果をとりまとめている。そ

もそも、紛争ガバナンスとは、「紛争状態に

あるかもしくは紛争状態の休止にあるもの

の、中央の国家・政府が不在か著しく脆弱で

あり、他方非政府アクターが特定地域におい

て、資源配分・暴力占有において排他的影響

力を持ち、紛争継続上合理的な分権的な統治

のメカニズム」と定義される（近藤 2010）。

この紛争ガバナンスは、国家・政府の破綻を

事実としながらも、ガバナンスが破綻したの

でもなければ、制度が崩壊したのでもなく、

紛争遂行上合理的な制度が構築された状態

を指す。この「紛争ガバナンス」の理解に基

づき、「紛争ガバナンス」の分析枠組みとル

ワンダにおける「紛争ガバナンス」の構造を

解明した。すなわち、ルワンダにおける紛争

ガバナンスは、失政の隠蔽と急進派の利権を

維持する究極目標のため、穏健派を排除して

構築されたものであった。こうした紛争ガバ

ナンスは、農村の絶望的な貧困・社会的不満

といった社会的・経済的条件、民主化の失

敗・急進派による政治的操作、操作されやす

い大衆の存在を政治的条件としていた。紛争

ガバナンスの構造を見ると、ルワンダでは中

央の急進派政治エリートが、地方の政治エリ

ート・行政官をパトロン・クライアント関係

に編成し、虐殺への「効率的」な動員を可能

にしていた。これら虐殺に関与するアクター

を相互に結びつける社会関係資本は、結束型

のものであり、フツの結束を高めるとともに

「他者」ツチへの冷酷な行動を可能にした。

最後に、紛争ガバナンスの起源として、王宮

統治・植民地統治・独立後の各時期に形成さ

れてきた過去の「記憶」と経験が、紛争ガバ

ナンスの起源にもなったことも指摘された。 

 第二に、「紛争ガバナンス」の構造に基づ

いた平和構築論の提示については、現在論考

を執筆中であり、公表前の段階にある。執筆

中の内容について、その概要を説明すると、

従来のような規範的なガバナンス理解を超

えて現実的なオルタナティブを模索した結果、



破綻国家では国家自体が崩壊しているため、

何よりも国家の再構築・強化が重視されるべ

きとなる。また、破綻国家でいずれ導入され

る民主主義下では民族・宗教・地域間の競争

を政党制・選挙制度の制度設計を通じて規制

し、国民形成により民族・宗教・地域のアイ

デンティティを書き換えるか重層化させ、経

済復興を通じて従来のアイデンティティ・ポ

リティクスに代わるアイデンティティを創出

することが重要になるものと思われる。また、

紛争ガバナンスの構築を下から防止するた

めの経済的アプローチとして、農村貧困への

対処が必要になることが政策的インプリケ

ーションとして提示される。 
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